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地方公営企業法（地方公共団体の経営する企業および事業に適用される法律）

に基づき、独立採算を基本とする企業的経営を行うものの会計をいいます。
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　令和５年度の給水状況は、自己水(地下水など)
と大阪広域水道企業団からの受水により配水し
ています。
　有収水量は、900万8,309㎥となり、前年度と比
較して140,351㎥(1.5％)減少しました。
　事業状況は、５億7,521万円を投じ、老朽管布
設替工事などを実施しました。
　経営状況は、受託工事が減少したことなどに
より、4,777万円の純損失を計上し、昨年度に引
続き赤字となりました。今後も安定して水道水
をお届けできるよう健全経営に努めます。

　令和５年度の汚水処理状況は、流域下水道で共
同処理しており、有収水量は、620万1,587㎥とな
り、前年度と比較して３万2,197㎥(0.5％)減少し
ました。
　事業状況は、14億7,800万円を投じ、汚水事業
では、汚水管布設工事の実施により普及率は、
67.7％となりました。雨水事業では、脇浜第一排
水区管渠築造工事などを実施しました。
　経営状況は、5,076万円の純利益を計上し、引
続き黒字となりました。

企業会計決算

収益的収入
収益的支出
収支差引
経常収支
前年度末利益剰余金
前年度繰越欠損金
その他未処分利益剰余金変動額
当年度末利益剰余金
当年度未処理欠損金
前年度末資金不足額
単年度資金収支
当年度末資金不足額
企業債現在高
事業規模
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　地方公共団体の財政の健全化に関する法律により、令和５年度決
算に基づく健全化判断比率と公営企業の資金不足比率について公表
します。
　健全化判断比率は、４つの指標からなる財政の健全性を判断する
ための指標で、そのうち１つでも基準以上となれば早期健全化団体
となり、議会の議決を経て財政健全化計画を策定し、公表する必要
があります。
　また資金不足比率は、公営企業の経営健全性を示す指標で、基準
以上となった場合、経営健全化計画の策定と公表が必要となります。
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― は、資金不足となっていないため、該当してい
ないことを示します。
(　)は各公営企業の経営健全化基準の数値です。
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(20.0)

－ － －

(20.0)(20.0)

単位％

実質公債費比率実質赤字比率 連結実質赤字比率 将来負担比率

― は、赤字がないため赤字比率が該当していないことを示します。
(　)は市の早期健全化基準の数値です。
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　令和５年度の貝塚病院の利用状況は、延べ患
者数で入院が６万6,781人(前年度比4,399人、
率にして7.1％の増)、外来が16万27人(同9,739
人、同5.7％の減)となりました。
　また、医療機能充実に係る対応のため手術支
援ロボットなどの医療機器を整備したほか、老
朽化が進行していた建物への対応として止水板
更新工事を実施し、院内環境を整備しました。
　経営状況は、３億7,332万円の純損失を計上
し、経常収支は-３億7,332万円で、赤字となり
ました。今後は昨年に策定した経営強化プラン
に基づいて健全経営に努めます。


